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済化を行った。この漸進主義的改革は移行経済について様々な論点を提供してくれた。それは①競争メカニズムがあれば企業を民営化しなくてもいい ではないか ②企業に自主権を与えれば企業は自分で意思決定するので ないか﹆③所有制改革はどこまでやるのか﹆などである。
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は﹆
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国
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二
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中
国
で
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全
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場
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業
の
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Ｅ
は
六・
二
し
か
な
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今
井・
渡
邉
二
〇
〇
六﹆
七
四
表
２︶
。
国家株主の存在は経営効率の改善に貢献していないといえる。
最後の私有化は﹆株式を経営者や経営者と平等に労働者にも分けるという方法がとられ
ている。とくに一九九〇年代後半﹆郷鎮企業や中小企業では﹆公有制の実体的な形態として﹆
企
業
の
資
産
を
経
営
者
と
労
働
者
に
平
等
に
割
り
当
て
ら
れ
た︵
M
anagem
ent-Em
ployees 
B
uyout: ＭＥＢＯ︶
。これにより﹆従業員のインセンティブを維持しつつ﹆経営者も自分の
企業として経営効率の改善に目を向けるようになったのである。
どの
方法においても﹆政府の所有者としての行動目的と企業経営者の行動目的が違うた
め﹆この所有と経営の関係をどのようにすれば経営効率が改善するかということが試行錯――――――――――――――――――２
　
非
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に
あ
た
っ
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既
存
株
主
の
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を
補
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す
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と
い
う
条
件
付
き
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二
〇
〇
四
年
に
非
流
通
株
の
放
出
方
針
が
決
定
さ
れ
た。
二
〇
〇
五
年
に
流
通
株・
非
流
通
株
が
統
一
さ
れ﹆
二
〇
〇
六
年
よ
り
非
流
通
株
の
放
出
が始まっている︵関
 二〇〇九︶
。
112
誤的に行われている。評価
—
所有と経営の分離
二
〇
〇
四
年
の
第
一
〇
期
全
人
代
に
お
い
て﹆
憲
法
が
改
正
さ
れ﹆
私
有
財
産
の
保
護
が
う
た
わ
れ
た。私有化について﹆社会主義と相反しないという政府の立場が鮮明になった。民営化は私有化へと向かいつつある。どの所有制の形態の企業も徐々に所有権を経営者に集中させる形態︵ＭＢＯ︶が中心になってき つまり経営者の実質的な企業支配が経営の効率を生むことが理解されてき いる。国有企業であれ﹆その他の企業であれ﹆企業形態は収斂しつつあるといえよう。
計画経済において国有企業は国家の命令と計画に従う﹁体の一部分﹂であり﹆勝手なこ
とは許されなかった。トップに立つのは市場の荒波に向かって企業を舵取る経営者ではなく﹁工場長﹂であった。
工
場
長
を
経
営
者
に
育
て
上
げ
て﹆
企
業
の
経
営
を
立
て
直
す
に
は
ど
う
し
た
ら
よ
い
の
で
あ
ろ
う
か。その切り札が国有企業の民営 であったのである。何十万もあった国有企業は地方の小さな企業を中心
に民営化がすすみ﹆二〇一二年七月現在で中央が管理しているのは一一
113
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七の国有企業のみである。
民営化の特徴は﹆株主が所有者になることである。株主が取締役会を通じて﹆経営陣を
コントロールする。経営陣と取締役会︵株主の代表︶が重なると独裁的に経営が可能となる。これがＭＢＯであった。
とはいえ残された大型国有企業は依然国有であり﹆これらがどのような方向に進むか﹆
中国経済に大きな影響を与える は間違いない。
渡邉︵二〇一一︶によれば﹆二〇〇〇年代半ばから国有企業の傘下の企業 民営企業
買収するケースが増大しているという。現在は﹆政府の支配下にある国有企業とそうした背景を持たない私有企業が混在してい しかも中国の特徴は﹆国有企業が多くの業界で規模のうえで主導的なポジションにあるという世界にも稀な形態である。
５
　
政府の退出と再参入
中国経済の主要なプレイヤーであった国有企業に対し﹆競争を挑んだ郷鎮企業は計画外
であったこと﹆そして競争が激しかったことから急速な成長をとげ﹆中国の発展をけん引
114
した。郷鎮企業は中国民営企業のさきがけであった。郷鎮という集団所有の公営企業ではあったが厳しい競争環境が経済の発展をもたらしたのである。また多くの国有企業は戦略的改組のもとで競争市場的産業からは退出し﹆民営化されるとともに﹆不採算な国有企業は倒産を迫られることとなった。
その結果﹆中国が世界第二位の経済大国になるとともに﹆中国企業は世界でも存在感を
示
し
て
い
る。
米
雑
誌﹃
フ
ォ
ー
ブ
ス
﹄︵
二
〇
一
二
年
四
月
号
︶
は
世
界
企
業
上
位
二
〇
〇
〇
社
ラ
ン
キ
ン
グ
を
発
表
し
た︵
w
w
w
.forbes.com
/global2000 ︶。
中
国
企
業
は
一
三
六
社
が
ラ
ン
ク
入
り
し﹆
中国工商銀行の第四位をはじめ﹆四大国有銀行﹆二大石油企業などが上位にはいった。近年﹆ランクインする中国企業は顕著に増加し﹆ランキングも急上昇している。
しかしランクインしているのは﹆数としても雇用数としても減少してきている 有企業
が
主
体
で
あ
る。
中
国
石
油
加
工︵
Sinopec ︶
を
は
じ
め
と
す
る
石
油﹆
電
力﹆
金
融﹆
原
料﹆
交
通
運輸﹆通信﹆自動車などの大型国有 がランクイン ている。準民間企業では﹆レノボ︵聯想集団︶など数では少ない。
二〇〇八年の金融危機以降﹆政府が四兆元の財政政策を行うとともに﹆その実行部隊と
し
て
国
有
企
業
の
存
在
が
ま
た
注
目
さ
れ
て
い
る。
﹁
国
進
民
退
﹂
と
呼
ば
れ
る
現
象
で﹆
国
有
企
業
が
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独占的な産業において﹆賃金水準や売上などで民間企業を押しのける様相を呈している。
国有企業が優位なのはインフラなどの平均費用が逓減する産業である。この分野では国
有企業が独占的企 となるため利潤率が高くなる。また国家を背景にしているために国家政策の情報などを踏まえて市場競争を有利に展開できたりする。
郷
鎮
企
業
と
い
う
非
国
有
経
済
と
の
競
争
か
ら
始
ま
っ
た
国
有
企
業
改
革
は﹆
経
営
者
へ
の
請
負
制
度﹆所有権改革を経て﹆世界企業へと成長しつつある。民営化されていない国有企業は﹆市場経済におけるジャイアントプレイヤーとして存在感を増している。政府が企業活動にどこまで関与しつづけるのか そしてどこまで退出していくのか﹆今後の中国企業の成長とともに注目される動向となろう。

